
   経営管理実施権の設定を受けることを希望する民間事業者の公表要領  

 

（趣旨）  

第１ 本県における森林経営管理法（平成３０年６月１日法律第３５号。以下「法」

という。）第３６条の規定による民間事業者の公募及び公表については、法及び森

林経営管理法施行規則（平成３０年１２月１９日農林水産省令第７８号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。  

 

（適合基準）  

第２ 法第３６条第２項各号の適合基準は、別紙１のとおりとする。  

２ 前項の基準に代えて市町村別基準の設定を希望する市町村長は、知事に協議す

ることができる。  

３ 知事は、前項の協議により市町村別適合基準を定めたときは、関係する市町村

長に通知するとともに公表するものとする。  

 

（民間事業者の公募）  

第３ 知事は、法第３６条第１項の規定による公募を年１回以上行うものとする。  

２ 知事は、公募要領を別に定め、毎年４月に県ホームページで公表するものとす

る。  

 

（応募）  

第４ 経営管理実施権の設定を受けることを希望する民間事業者は、第３第２項の

公募要領に基づき、様式第１号に関係資料を添えて知事に提出するものとする。  

２ 知事は、前項の規定による応募があったときは、関係する市町村長に対し、応

募のあった民間事業者の情報を様式第２号により通知するものとする。  

 

（市町村による推薦）  

第５ 市町村長は、規則第３２条の規定により民間事業者を推薦するときは、知事

が別に定める期日までに様式第３号により知事に推薦するものとする。  

 

（応募に対する審査、公表）  

第６ 知事は、第４の規定による応募があったときは、第２第１項で定めた適合基

準に基づき審査し、適合すると認めたときは、市町村長及び東北森林管理局長に

通知するとともに、別紙２の名簿を県ホームページで公表するものとする。ただ

し、第５の規定により市町村から推薦のあった民間事業者については、第２第３

項の規定により定めた市町村別適合基準に基づき審査するものとする。  

２ 知事は、前項の審査の結果、適合しないと認められるときは、様式第４号によ

りその旨当該民間事業者に通知するものとする。  

３ 公表内容の有効期間は５年とする。  

 

 



（基本情報の変更に関する届出）  

第７ 公表された民間事業者は、以下に掲げる事項について変更があったときは、

様式第５号により知事に届け出るものとする。  

（１）主たる事務所の所在地  

（２）商号又は名称  

（３）代表者名  

（４）連絡先  

（５）経営管理実施権の設定を受けることを希望する区域  

２ 知事は、第１項による届出があったときは、公表内容を更新し、その旨を関係

市町村長及び東北森林管理局長に通知するものとする。  

 

（実施状況報告）  

第８ 公表された民間事業者は、毎年知事が定める日までに様式第６号により実施

状況報告書を提出しなければならない。  

２ 前項の報告により公表内容に変更があった場合においては、知事は、第２の基

準に基づき審査し、適合すると認めるときは、公表内容を更新する。  

 

（公表の取りやめ）  

第９ 知事は、第６の規定により公表した民間事業者が、次の各号のいずれかに該

当するときは、その公表を取りやめるものとする。  

（１）基準を満たさなくなったと認められるとき  

（２）個人の場合にあってはその死亡、法人の場合にあってはその消滅、解散等

が確認されたとき  

 （３）故意に申請書等に虚偽の記載を行い又は偽りの証明を行うことにより、基  

準に適合したとき  

（４）その他知事が必要と認める場合  

２ 知事は、前項の公表を取りやめたときは、当該民間事業者に様式第７号により

通知するものとする。また、関係する市町村長及び東北森林管理局長にその旨通

知するものとする。  

 

（書類の提出部数）  

第１０ この要領により公表を希望する民間事業者が、知事に提出する書類の部数

は、各２部（そのうち１部は写しとする。）とし、宮城県水産林政部林業振興課宛

て提出するものとする。  

 

附 則  

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。  

附 則  

この要領は、令和５年４月２７日から施行する。  

  附 則  

この要領は、令和５年５月１日から施行する。  


